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「電動車椅子に係る補装具費の支給について」の廃止について 

 

 

今般、「「補装具費支給事務取扱指針」の制定について」（平成 30 年３月 23 日

付け障発 0323 第 31 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）で定め

る補装具費支給事務取扱指針の一部が改正され、令和６年４月１日から適用さ

れたことに伴い、「電動車椅子に係る補装具費の支給について」（平成 30 年３月

23 日付け障発 0323 第 32 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を

廃止することとしたので、御了知の上、貴管内市区町村、関係団体、関係機関等

へ周知願いたい。 

 



 

障発０３２３第３２号 

平成３０年３月２３日 

一部改正 障発０３３１第８号 

令和３年３月３１日 

 

都道府県知事 

各 指定都市市長     殿 

中 核 市 市 長 

                   厚生労働省社会・援護局 

                       障害保健福祉部長 

              （ 公 印 省 略 ） 

 

電動車椅子に係る補装具費の支給について 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第７６条の規定に基づいて市町村が支給する電動車椅子に係る補

装具費について、別紙のとおり「電動車椅子に係る補装具費支給事務取扱要領」

を定め、令和３年４月１日から適用することとしたので通知する。これにより、

支給事務の円滑かつ適正な実施及び利用者等の安全確保に資することとしたの

で、内容了知の上、貴管内市町村及び関係機関等へ周知方御配意願いたい。 

これに伴い、「電動車椅子に係る補装具費の支給について」（平成２２年３月

３１日障発０３３１第１１号）は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 






 

別紙 

電動車椅子に係る補装具費支給事務取扱要領 

 

第１ 基本的事項 

１ 電動車椅子に係る補装具費の支給は、重度の歩行困難者の自立と社会参加

の促進を図ることを目的として行われるものであることから、身体障害者、

身体障害児及び難病患者等（以下「障害者等」という。）の身体の状況、年

齢、職業、学校教育、生活環境等の諸条件を考慮し、その是非を判断するこ

と。 

２ 電動車椅子に係る補装具費の支給に際しては、使用者及び他の歩行者等の

安全を確保するため、操作訓練、使用上の留意事項の周知等について格段の

指導を行うこと。 

第２ 実施要領 

１ 電動車椅子に係る補装具費支給基準 

（１）対象者 

学齢児以上であって、次のいずれかに該当する障害者等であること。 

ア 重度の下肢機能障害者等であって、電動車椅子によらなければ歩行機

能を代替できないもの 

イ 呼吸器機能障害、心臓機能障害、難病等で歩行に著しい制限を受ける

者又は歩行により症状の悪化をきたす者であって、医学的所見から適応

が可能なもの 

（２）使用者条件 

次のいずれにも該当する障害者等であること。 

ア 日常生活において、視野、視力、聴力等に障害を有しない者又は障害

を有するが電動車椅子の安全走行に支障がないと判断される者 

イ 歩行者として、必要最小限の交通規則を理解・遵守することが可能な

者 

（３）操作能力 

次の全ての操作を円滑に実施できる障害者等であること。 

ただし、アシスト式簡易型の場合には、イの(エ)を除き不要であること。 

ア 基本操作 

(ア) 操作ノブ等の操作 

(イ) メインスイッチ・速度切り替え 

(ウ) 発進・停止 

イ 移動操作 



 

  (ア) 速度（低速・高速等）調節 

(イ) 直進（直線・蒲鉾・片傾斜道路）走行 

(ウ) Ｓ字・クランク走行 

(エ) 坂道走行 

(オ) 溝・段差乗越え走行 

(カ) 旋回 

(キ) 非常時の対応 

(ク) その他移動に必要な操作  

２ 支給の判定 

（１）身体障害者及び１８歳以上である難病患者等の場合には、新規支給、再

支給にかかわらず１の要件について、身体障害者更生相談所（以下「更生

相談所」という。）が十分な判定を行うこと。 

身体障害児及び１８歳未満である難病患者等の場合には、新規支給、再

支給にかかわらず１の要件について担当医師から詳しい診断及び意見を求

め、必要に応じて、更生相談所に対し協力・助言を求めるなど、当該児童

の日常生活における電動車椅子の必要性について十分に検討すること。 

ただし、告示に定められている電動車椅子を使用している障害者等が、

当該電動車椅子が修理不能となったことのみを理由として、同じ型式の電

動車椅子に係る補装具費の再支給を希望する場合には、１の（２）の要件

に係る補装具費支給意見書により判定して差し支えないこと。 

（２）補装具費を支給する電動車椅子の名称種別の決定に当たっては、身体の

状況、生活環境及び身体的操作能力（操作性、所要時間、安全性等）の結

果等を総合的に考慮して行うこと。 

特に、電動車椅子の操作経験を有さない障害者等に支給する場合には、

十分な操作訓練や使用上の留意事項の周知について徹底するとともに、特

に身体障害児及び１８歳未満である難病患者等の場合には、当該保護者等

に対しても使用上の留意事項を周知し、本人及び周囲の安全確保に十分配

慮すること。 

（３）簡易型に係る補装具費の支給目的のひとつは残存能力を活かすことにあ

るため、支給を受けた障害者等が電動力に依存し過ぎることのないよう、

効果的な使用方法について、本人及び家族等に対し周知を図ること。 

また、バッテリーの選定に当たっては、電動車椅子を使用する本人の日

常生活圏における坂路及び悪路の状況により、必要となる性能に基づいて

行うこと。なお、リチウムイオンバッテリーについては、原則として、簡

易型電動車椅子に限ること。 



 

（４）バッテリー交換の適否の判断に当たっては、使用者個々の走行状態等に

より使用可能な期間は相当の長短が予想されるので、実情に沿うよう適切

に実施されたい。 

第３ その他 

この要領に定めのない事項については、補装具費支給事務取扱指針に準ず

る。 

 

（参考） 

        電動車椅子の名称に係る判定の目安について 

平坦路における

手動自走の可否 

日常生活圏の坂路・悪路

における手動自走の可否 

※（ ）は、アシスト式を

使用した場合 

 
補装具費の支給を検討

することとなる電動車

椅子の名称種別等 

できる 

できない（できる） アシスト式 

簡易型 

できない（できない） 切 替 式      

できない できない 簡易型又は簡易型以外 

※ 日常生活圏とは、自宅周辺の日常の行動範囲及び通勤又は通学のために、

日常的に車椅子の使用を行う圏域である。 

 


